







A Study of the Development Process about Promotion Policy of 
Physical Education and Sport for the Young Men’s Association 


















 第 1 節 問題の所在と研究の目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 
  第 1 項 問題の所在 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 
  第 2 項 研究の目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 
 第 2 節 先行研究の検討 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 
  第 1 項 青年団史に関する研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5 
  第 2 項 青年団の体育・スポーツに関する制度・政策史の研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 
  第 3 項 青年団の体育・スポーツ活動の実践史の研究 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 
  第 4 項 先行研究の批判的検討 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 
 第 3 節 本研究の課題・方法・意義 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
  第 1 項 本研究の課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
  第 2 項 本研究の方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 
  第 3 項 本研究の意義およびオリジナリティ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
 第 4 節 研究対象時期および地域 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 
  第 1 項 研究対象時期 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 
  第 2 項 研究対象地域 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 
 第 5 節 本研究の限界 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20 




                    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 
 第 1 節 明治期の社会における「青年」の台頭と社会的位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・28 
  第 1 項 「新日本之青年」の台頭：徳富蘇峰の青年論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 
  第 2 項 「田舎青年」の存在の提起：山本瀧之助の青年論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 
第 2 節 地方改良運動と青年教育政策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 
第 1 項 日露戦後の国家課題と内務省の地方改良事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 
第 2 項 地方改良運動の推進団体としての報徳会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37 
第 3 項 地方改良運動下の青年団体政策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39 
第 3 節 日露戦後における通俗教育・社会教育行政の組織化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・42 
  第 1 項 通俗・社会教育行政成立の社会的契機 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・42 
  第 2 項 文部省における通俗・社会教育行政の組織化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・46 
第 3 項 文部省による青年団体の奨励 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 
 第 4 節 本章のまとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・54 
第２章 国家行政における青年団の体育・スポーツの位置づけ ・・・・・・・・・・64 
第 1 節 内務省の報徳会による青年教育と体育 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65 
第 1 項 報徳会が唱導した「報徳主義思想」の論理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・65 
第 2 項 報徳会による青年教育の狙い ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・68 
第 3 項 報徳会の青年教育における体育観 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・70 
 第 4 項 報徳会による「体育奨励に関する実行事項協議会」の開催と「体育実行事項」の提言 ・・72 
第 2 節 陸軍省による青年団の体育奨励に対する軍事的要求 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・79 
  第 1 項 陸軍省による軍隊教育と国民教育の接合 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・79 
  第 2 項 田中義一による「良兵良民主義」の主張と在郷軍人会の整備 ・・・・・・・・・・・・・80 
第 3 項 田中義一による欧米視察とドイツの青年教育の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・83 
第 4 項 田中義一の青年団体再編構想 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・88 
第 3 節 青年団の官製化と体育の奨励：訓令・通牒の発令 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・91 
第 1 項 第一次訓令・通牒・第二次訓令の目的と内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・91 
第 2 項 青年団の官製化をめぐる内務省・文部省・陸軍省の関係 ・・・・・・・・・・・・・・・97 
第 4 節 地方長官会議における青年団の体育奨励をめぐる指示 ・・・・・・・・・・・・・・・・・100 
 第 1 項 地方長官会議の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・100 
 第 2 項 地方長官会議における各道府県行政への「青年団体育奨励」に関する指示 ・・・・・・・100 
第 5 節 本章のまとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・103 
 
 
第３章 東京府における青年団体育奨励方策の行政過程 ・・・・・・・・・・・・・110 
第 1 節 井上友一府知事について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・111 
  第 1 項 井上友一の略歴と事績 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・111 
第 2 項 井上友一の青年教育論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・112 
第 2 節 井上友一府知事の青年団政策における体育の位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・・113 
  第 1 項 井上友一による東京府下青年団構想 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・113 
  第 2 項 井上友一の青年団政策における体育の位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・114 
第 3 項 大正期の東京府の青年教育をめぐる社会状況と井上の青年団体育構想の関連 ・・・・・・115 
第 3 節 東京府における青年団体育奨励方策の展開過程 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・117 
第 1 項 東京府青年体育協議会の設置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・117 
第 2 項 東京府青年体育協議会が抱えた体育奨励上の課題とその対応 ・・・・・・・・・・・・・119 
 第 3 項 東京府令「東京府青年体育奨励規程」の公布 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・121 
  第 4 項 青年団体育クラブの設置奨励 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・124 
 第 4 節 東京府における青年団体育奨励方策の特質 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・125 
第 5 節 本章のまとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・127 
 
第４章 東京府下青年団の体育・スポーツ活動の実態：府中町青年団体育会競技部を事例として 
                      ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・132 
第 1 節 大正から昭和戦前期の府中町の状況および府中町青年団の概要 ・・・・・・・・・・・・133 
第 1 項 府中町の地域状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・133 
第 2 項 府中町青年団の設立と変遷 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・135 
第 2 節 競技部機関誌『フチュウスポーツ』について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・137 
第 3 節 体育会競技部の設立と組織 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139 
第 1 項 府中町青年団における競技部の組織化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139 
第 2 項 競技部の組織形態 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139 
第 4 節 競技部の活動の展開と変容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・143 
第 1 項 活動の開拓期（1925 年－1926 年） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・144 
第 2 項 活動の質的向上期（1927 年－1934 年） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・145 
第 3 項 学校運動部との交流期（1935 年－1938 年） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・148 




 第 1 節 本研究の総括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・157 
 第 2 節 結論 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・160 



















図 序-1 本研究の研究デザイン ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 
図 4-1 大正 5（1916）年の東京府における府中町の位置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・134 
図 4-2 大正から昭和戦前期の府中町の人口および戸数の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・135 
図 4-3 競技部の部員数（普通部員）と職業別構成比 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・143 
 
表 1-1 内務省による「地方自治の方針」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34 
表 1-2 通牒「地方青年団向上発達に関する件」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40 
表 1-3 通牒「通俗教育奨励に関する通牒」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・43 
表 1-4 通牒「青年団に関する件」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52 
表 1-5 「青年団規十二則」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・53 
表 1-6 日露戦争前後の時期における国税および道府県税の税収 ・・・・・・・・・・・・・・・・・57 
表 1-7 日露戦争前後の時期における地方歳出費目別 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・57 
表 1-8  報徳会評議員（一部抜粋）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・58 
表 2-1 体育奨励に関する実行事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・77 
表 2-2 「青年独逸国団体趣意書」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・87 
表 2-3 訓令「青年団体の指導発達に関する件」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・94 
表 2-4 通牒「青年団体に関する件」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・95 
表 2-5 訓令「青年団体の健全発達に資すべき要項」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・96 
表 3-1 東京府青年体育協議会の委員構成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・118 
表 3-2 東京府令「東京府青年体育奨励規程」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・123 
表 3-3 東京府における青年団体育奨励方策の関連年表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・128 
表 4-1 『競技部規則』の主要事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・140 
表 4-2 昭和 5（1930）年度の府中町青年団の年間予算 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・142 
表 4-3 府中町青年団競技部の関連年表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・151 
 
  





- 1 - 
 
序章                                        
 
本研究を始めるにあたって，問題の所在と研究の目的，研究の意義等を示す必要があ
る．そこで序章では，第 1 節において問題の所在と研究の目的を示し，第 2 節で本研究の
位置づけを示すための先行研究の検討，第 3 節で本研究の課題・方法・意義を明示する．
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 1．青年団史に関する研究（第 1 項） 
 2．青年団の体育・スポーツに関する制度・政策史の研究（第 2 項） 
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第３節 本研究の課題・方法・意義                         
 
第１項 本研究の課題  
 先行研究の研究状況から，本研究では以下の 3 点を本研究の課題とする． 
 
《課題 1（研究 1）》 第２章 
本研究の 1 つ目の課題は，青年団の体育・スポーツ奨励に対する内務省と陸軍省のそれ
ぞれの意図と，体育・スポーツ奨励をめぐる内務省・文部省と陸軍省の関係性を明らかにす
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《課題 3（研究 3）》 第４章 
 本研究における 3 つ目の課題は，地域青年団の体育・スポーツ活動の実態を具体的に明
らかにすることである．これを明らかにするために，課題 3 では，府中町青年団（東京府北









































る．この課題を明らかにするために，研究 1 では以下の史・資料を用いて検討を行う． 
・報徳会機関誌『斯民』 
 内務省による青年への体育観を明らかにするために，報徳会の機関誌『斯民』を用いる．
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第４節 研究対象時期および地域                     
 
第１項 研究対象時期 




























































































































かにする（第 4 節）． 
 第 4 章「東京府下青年団の体育・スポーツ活動の実態：府中町青年団体育会競技部を事例
【序章】 









部の活動の展開と変容の状況について明らかにする（第 4 節）． 












































































国立教育研究所編（1974）日本近代教育百年史 第 7 巻．国立教育研究所． 





文部大臣官房文書課（1933）日本帝国文部省第 56 年報．文部省． 
長野県下伊那郡青年団史編纂委員会編（1960）下伊那青年運動史：長野県下伊那郡青年団
の 50 年．国土社． 
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も，徳富蘇峰（以下「徳富」と略す）注 3)が提唱した青年論は，明治 20 年代の青年像を形作
っていくこととなる． 


















































































































































































- 34 - 
 
 
表 1-1 内務省による「地方自治の方針」 








































省はそのために，明治 42（1909）年 5 月に「内務省官制」を改正し，地方自治の視察を掌
る専任事務官の新設と，地方改良事業奨励費の予算措置を講じた． 
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につながるものであることを強調している． 















































































































 内務省が初めて青年団体注 12)への関心を示したのは，明治 38（1905）年 4 月に，芳川顕
正内務大臣（以下「芳川」と略す）が，明治天皇の勅命を受け，地方巡察を行ったことに始
まる．芳川は「踵を接して興り地方の風化農事の改良より軍人の後援に至るまで之を実行」
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表 1-2 通牒「地方青年団向上発達に関する件」 
                                         







                                         
  （「地方青年団向上発達に関する件」（内務省，1905）より作成） 
 
 
































































 文部省の管轄事項として初めて通俗教育が明示されたのは，明治 18（1885）年 12 月の
文部省達「学務二局処務概則中改正」においてである．翌明治 19（1886）年 2 月の勅令「文
部省官制」も同様に通俗教育を明示し，以後，通俗教育は大正 10（1921）年 4 月の「文部
省官制中改正」において「社会教育」と改められるまで，「官制」の中に示され続けた． 
 「文部省官制」（1886）によると，文部省には大臣官房のほか，総務・学務・編輯・会計
の 4 局が設けられている．そのうち，学務局においては第 1 課・第 2 課・第 3 課・第 4 課
を置き，事務を分掌することが定められている．通俗教育に関しては，第 3 課事務事項の第
10 条として，「師範学校小学校幼稚園及通俗教育に関する事務を掌る」（文部省，1886）こ
とが明示されており，3 課で取り扱うことが定められている．  
 そして，明治 20（1887）年 10 月 4 日の「文部省官制中改正」では，学務局が専門学務
局と普通学務局に分けられた．専門学務局として，第 1 課に「帝国大学高等師範学校高等中





（1897）年 10 月改正の分課規程では，「通俗教育に関すること」は普通学務局第 1 課の管
掌事項の末尾に単独で置かれていたが，明治 31（1898）年 11 月の改正では，それまで教育
【第１章】 
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会注 15）と並んで第 3 課に属していた「教育博物館」とともに，第 1 課の第 4 項に移された
（文部省，1898）．続いて，明治 33（1900）年 4 月の改正では，教育会とともに，第 3 課








表 1-3 通牒「通俗教育奨励に関する通牒」 
                                          






























































  第 1 速に小学校教員中の無資格者を廃止し，代うるに完全なる資格を有する者を以て
し，且師範教育に改善を加えて良教員を養成すると同時に小学校教員優遇の途を
開くこと 
  第 2 実業補習教育及低度の職業教育を奨励し普及せしむること 
  第 3 社会教育を奨励し之が興隆を図ること 
（小松原，1924，pp．111-115） 
 
 以上の 3 項からは，小松原が大逆事件を契機とする危険思想の蔓延を防止するために，
職業教育や社会教育の奨励を企図したことが窺える． 






























































 上記の答申を受けて，大正 8（1919）年に文部省に「通俗教育主任官」が置かれ，同年 6
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よる青年団体政策が開始された． 
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表 1-4 通牒「青年団に関する件」 
                                         
































                                         
  1．教育勅語竝に戊申詔書の御趣旨を奉体すべきこと 
  1．忠君愛国の精神を養うべきこと 
  1．国体を重んじ祖先を尊ぶべきこと 
  1．克く父母に事へ一家の和合を図り身を修め家を興すこと 
  1．常に自治団体の一員たるを忘れることなく先輩を敬い隣保を愛し郷里の為に力を尽すべきこと 
  1．業を励み産を治め国力の増進を心懸くべきこと 
  1．職業に必要なる知識技能を補習して世の進歩に後れざらんことに心懸くべきこと 
  1．心身を鍛錬し勤労を愛するの習慣を養うべきこと 
  1．互に善行を励み風紀を正しう善良なる郷風を作ることに心懸くべきこと 
  1．質素にして分度を守り進んで公益を広め慈善を行うべきこと 
  1．一致協力の習慣を作り公共の為め有益なる事業を起さんことに心懸くべきこと 
  1．公衆衛生を重んじ各自の健康を保たんことに注意すべきこと 
                                         





















































































注 1）基督教青年会（Young Men’s Association）は，宗教的奉仕精神を基本にし，青年の人




















その志を果たすことができずに帰郷した．明治 15（1882）年 3 月には，大江村の自宅
















注 5）日露戦争の戦費調達に伴う増税と経費縮減の状況は，以下の表 1-6，1-7 から詳しく
知ることができる． 
 
















会計年度 教育費 土木費 役所及役場費 衛生費
明治35(1902)年 43,611（100） 32,617（100） 18,668（100） 8,473（100）
明治36(1903)年 44,705（102.5） 36,300（111.2） 19,671（105.3） 6,892（81.3）
明治37(1904)年 34,515（79.1） 21,137（64.8） 18,805（100.7） 5,173（61.0）
明治38(1905)年 36,946（84.7） 21,852（66.9） 19,196（102.8） 6,691（78.9）
警察費 勧業費 財産蓄積費 公債費 …… 歳出総費
9,707（100） 4,463（100） 586（100） 14,073（100） …… 158,757（100）
9,875（101.7） 5,252（117.6） 532（90.7） 14,704（104.4） …… 164,605（103.6）
9,954（102.5） 4,436（99.3） 2,942（502.0） 15,299（108.7） …… 132,025（83.1）
10,177（104.8） 4,938（111.6） 3,330（568.2） 10,261（72.9） …… 135,719（85.4）
【第１章】 
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注 10）「報徳思想」については，第 2 章第 1 節において詳述する． 
 




















































  7．通俗講演会を奨励し一層適切ならしむること 
  8．活動写真其の他の興行物の取締に関し全国に及ぼすべき準則を設けること 
 9．健全なる和洋の音楽を奨励し殊に俗謡の改善を図ること 

















平田東助（1908）平田内務大臣訓示．大霞会編 内務省史第 4 巻．原書房，pp．356-359. 













小松原英太郎（1924）自叙経歴一般．木下憲編 小松原英太郎君事略 木下憲，pp．23-141. 
窪田祥宏（1989）戊申詔書の発布と奉体．教育学雑誌，23：1-15. 
熊谷辰治郎（1942）大日本青年団史．日本青年館． 
国立教育研究所（1974）日本近代教育百年史 第 7 巻 社会教育 1．国立教育研究所． 










文部大臣官房文書課（1912）教育法規 明治 44 年 11 月現行．国定教科書共同販売所． 
文部省（1886）各省官制通則・文部省：明治 19 年 2 月 27 日勅令第 2 号．教育報知社編 教
育法令．教育報知社，pp．1-4． 
文部省（1887）文部省官制中改正：明治 20 年 10 月 4 日勅令第 50 号．官報，1282：1-2. 
文部省（1898）文部省分課規程改正：明治 31 年 11 月 1 日．官報，4603：9. 
















大霞会編（1971）内務省史第 2 巻．原書房． 
田中治彦（1988）学校外教育論．学陽書房． 
多仁照廣（2003）青年の世紀．同成社． 
帝国議会貴族院（1912）第 28 回帝国議会貴族院予算委員会第 3 分科会（内務省・文部省）
議事速記録第 5 号．明治 45 年 2 月 28 日 
徳富猪一郎（1885）第十九世紀日本ノ青年及其教育．徳富猪一郎. 
【第１章】 
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「昔は麦 1 俵は 8 斗 3 升 5 合入で，19 貫目の定めであった．しかも夫れを馬の背に積
む力が無ければ，一人前の農民とはいえなかった．ところが今日では，其重さに堪えぬ
というので，18 貫目としたが，それでもまだ重過ぎるから，15 貫目に改めたいという
ことである．即ち今日は古より麦 1 俵につき，4 貫目の差を生ぜしめるまでに，体力の
減衰を来したのである．また，昔の農夫は，麦を搗いて 1 日に 8 臼を仕上げたが，今は











































































































































そして，青年団への体育奨励に対する特徴的な提言は，以下の 3 点である． 
1 つ目は，欧米諸国の青少年育成政策が日本の学ぶべき模範として意識されている点で
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表 2-1 「体育奨励に関する実行事項」 
































































































た軍令である．明治 5（1872）年 11 月に「歩兵内務書」が頒布されて以来，兵科ごとに内
【第２章】 
 



































































































んでいく．その契機は，明治 45（1912）年 4 月に陸軍の乃木希典大将（以下「乃木」と略
【第２章】 
 





























































た．総裁には皇太子を，会長に von der Goltz 元帥（以下「Goltz」と略す）を据えた．  
また，ユング・ドイチェランドの対象年齢は中学校卒業後から 20 歳に至るまでの青年と
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表 2-2 「青年独逸国団体趣意書」 












 実に百萬を以て数うべき我小学卒業の青年中現今其 4 分の 1 弱の一部分の正規なる某種類の体育を受け








本 12 月 11，12 日を以て本団結の代表者を伯林に召致することとせり 
 我団体は以上の公告と説明とを広く復刷して配布せられんことを望む 
 青年独逸国団体本部 
 1911 年 部長元帥子爵 von der Goltz 
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第４項 田中義一の青年団体再編構想 
















ける主張から，以下の 4 点にまとめられる． 
 1 つ目は，従来の青年団体が有している多目的の事業団体的性格を切り捨て，あくまでも
青年教育に関する活動にのみに目的を収斂させることである．田中は，従来の青年団体は，










 上記に関連して，2 つ目は，団員の年齢を，13，4 歳から徴兵の適齢となる 20 歳までと
することである．田中は従来の団員には，14，5 歳の青年から 40，50 歳にも達した年長の
【第２章】 
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表 2-3 訓令「青年団体の指導発達に関する件」 
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表 2-4 通牒「青年団体に関する件」 
                                          




















  青年団体に要する経費は努めて団体員の勤労による収入を以て之を支弁すること 
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表 2-5 訓令「青年団体の健全発達に資すべき要項」 
                                          































































































 一方で，田中が 20 歳を上限とする主張を打ち出したのは，先述したように，より円滑な
【第２章】 
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報徳会（1915b）第 2 回体育奨励に関する実行事項協議会．斯民，9（11）：24. 
一木喜徳郎（1907）道徳経済一致の大意．斯民，2（10）：18-24. 
井上哲次郎（1909）時勢に適合せる報徳の教．斯民，4（2）：17-19. 
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長岡外史（1910）偕行社記事第 408 号附録 軍隊内務書に関する軍務局長口述要旨．偕行社． 

















陸軍省（1907）明治 40 年日本帝国の国防方針 山県有朋元帥使用．陸軍省． 
陸軍省（1908）軍令陸第 17 号 軍隊内務書．川流堂． 
千石興太郎（1914）農村青年の修練．斯民，9（1）：70-73. 
鈴木木太郎（1909）経済思潮と報徳主義．斯民，4（1）：56-61. 
大霞会編（1971a）内務省史 第 4 巻．原書房． 
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京府で工業に従事する男子の総数は，大正 3（1914）年は 61,250 人であったが，大正 8
（1919）年には 115,330 人にまで増加している．そして，男子の総数のうちに，15 歳以上
20 歳未満の青年が占める人数もまた，大正 3（1914）年の 14,231 人から，大正 8（1919）
年には 28,980 人にまで増加している．さらに，東京府の 15 歳以上 20 歳未満の青年の労働












































































表 3-1 東京府青年体育協議会の委員構成 
 






会長 東園 基光 東京府内務部長

































 体育協議会が抱えた 1 つ目の課題は，東京府の青年の「体位・体格の低さ」であった．こ
の状況について，井上は以下のように指摘をしている． 
 
「最近 5 ヶ年間に於ける本府徴兵検査の結果は，…（中略）…全国各府県の第 42 位乃













































































体育協議会では，大正 6（1917）年から大正 7（1918）年にかけて，全 12 回の協議会が
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京府青年体育奨励規程（以下「体育奨励規程」と略す）」を策定し，公布した（表 3-2）． 
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表 3-2 東京府令「東京府青年体育奨励規程」 
                                          
東京府令 第 63 号 
 
東京府青年体育奨励規程 左の通定む 
 大正 7 年 6 月 18 日 東京府知事 法学博士 井上友一 
東京府青年体育奨励規程 
 
第 1 条 左の各号の 1 に該当し青年体育奨励上適切なりと認むるときは奨励金を交付す 
 1 一般青年に使用せしむる為島，郡，市，区，町，村若くは青年団に於て体育上の設備をなすとき 
 2 青年の体育向上を図る為講習会，講演会，競技会を開催するとき 
第 2 条 左の各号の 1 に該当し他の模範となすに足るべきものあるときは表彰状又は金品を授与すること
あるべし 
 1 青年団身体検査の成績優秀なる団体 
 2 壮丁身体検査の成績優良なる島，郡，市，区，町，村，青年団 
 3 第 1 条第 2 号に依る競技会に於ける優勝者若は優勝青年団 
第 3 条 本規程に依る奨励金及物品は当該年度予算金額の範囲内に於て之を定む 
第 4 条 島司，郡市長は第 1 条又は第 2 条に該当するものありと認めたるときは其の内容を精査し知事に
具申すべし 
 
 附則 本令は公布の日より之を施行す 
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第４項 青年団体育クラブの設置奨励 















































































































































策過程は，表 3-3 のようにまとめることができる． 
 






































































井上友一（1917c）青年団指導者養成に関する件．大正 6 年 東京府知事口述訓示要領，東
京府． 
井上友一（1917d）青年体育協議会設置に関する件．大正 6 年 東京府知事口述訓示要領，
東京府． 
井上友一（1917e）壮丁の素養に関する件．大正 6 年 東京府知事口述訓示要領，東京府． 
井上友一（1918a）青年団と地方開発．青年団中央部編 青年団指導．青年団中央部． 
井上友一（1918b）東京府の青年体育向上に関して．大正 7 年 東京府知事口述訓示要領，
東京府． 
井上友一（1918c）青年の体育普及に係る課題遂行に関して．大正 7 年 東京府知事口述訓
示要領，東京府． 







10 月 郡市区長会議訓示其他，東京府． 
農商務大臣官房文書課編（1916）工場統計総表：大正 3 年．農商務省． 









大霞会編（1971）内務省史 第 2 巻．原書房． 


































































































（「明治前期・昭和前期東京都市地図 4 東京西部」（貝塚爽平監／清水靖夫編，1996）より作成） 

































その後，府中町青年会は，大正 8（1919）年 3 月に，「本郡連合青年団設立に伴い本町
983戸 1,080戸 1,141戸 1,200戸
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い．表 4-1 には，全 10 条から成る『競技部規則』の主要事項について示す． 
 
 
表 4-1 『競技部規則』の主要事項 
                                          
第 1 条 本部は府中町体育会競技部と称し事務所を府中小学校内に置く 
第 2 条 本部は心身の鍛錬を図り，陸上競技向上と部員相互の親睦を図るを以て目的とす 
第 3 条 第 2 条の目的を達する為の左の事業を行う 
 1．陸上競技の練習実施 
 2．町内青年団の年 2 回の競技会及他町村青年団との対抗競技会の実施 





第 4 条 本部に左の役員を置く 
 1．代表 1 名（府中町長を定） 
  2．幹事 2 名（小学校教職員並本団常任幹事定） 
 3．部長 1 名（部員より推す） 
第 5 条 部員を分ちて普通部員，特別部員の 2 種とす 
 普通部員 満 15 歳以上満 25 歳以下の男子にて当町青年団員とす 
特別部員 府中尋常高等小学校の教職員とす （以下略） 






き，幹事には府中尋常高等小学校の教職員から 1 名，府中町青年団の常任幹事役員 1 名が
就いている．部長については部員の中から 1 名が選出されている． 
 そして，部員の入部資格と位置づけについても明確に定められている．まず，競技部へ
の入部資格は，「満 15 歳以上満 25 歳以下の男子にて当町青年団員」となっている．団の
【第４章】 
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表 4-2 は，府中町青年団の昭和 5（1930）年度の決算報告をまとめたものである．な
お，表中の「区分」および総支出に対する「百分率」は，配分の状況が明確になるよう，
筆者が便宜的に加筆したものである． 
 まず，競技部と柔道部からなる体育会費には 159 円が計上され，府中町青年団の年間予
算の約 34％を占めている．府中町青年団は，体育クラブの活動以外にも，多くの活動を展
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そして，競技部に対しては 139 円もの補助金を交付している．それに対して柔道部には












表 4-2 昭和 5（1930）年度の府中町青年団の年間予算 
（括弧は金額の全体に占める割合を示している） 
 










204.3円（45%） 入隊営兵送迎会費        49.3円
奨励費 42円
分賦金 40円
建国祭費   9円
















を誇っていた部員数が，発足からわずか 5 年後の昭和 5（1930）年には 33 名となり，10 年
後の昭和 10（1935）年には 26 名まで減少している（図 4-3）．次に，職業別構成比を見て
みると，発足時には見られなかった「学生」注 3）が台頭し，昭和 10（1935）年には 2 割を
占めるほどになっている．一方で，商工業に従事する労働者の部員の割合は減少している． 













































農業 商・工業 学生 その他 部員数
【第４章】 
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第２項 活動の質的向上期（1927年―1934年） 




















































































































































































































過程は表 4-3 のようにまとめることができる． 
 














































































































貝塚爽平監/清水靖夫編（1996）明治前期・昭和前期東京都市地図 4 東京西部．柏書房． 
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結章 明治後期から昭和戦前期における青年団の体育・スポーツ奨励方策         
 
 結章では，本研究の総括を行い（第 1 節），それを踏まえて本研究の結論を述べる（第 2

















































































































































































































































































































































 平成 28 年 1 月 25 日 
小野 雄大 
 
